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圏非常勤職員数 23％ 57％ 28％ 17％ 37％ 57％ 75％ 89％ 87％ 87％












































騒職員数 61％ 65％ 52％ 74％ 90％ 57％ 52％ 58％ 56％ 50％













小規模作業所 3 2 4 6 4 5 3 3 1 2 1 3 2 1
小規模通所授産施設 2 1 6 4 2 4 2 4 2 3 2 1 2 1
知的障害者援護施設 4 2 107 5 5 4 4 3 2 2 2 3 1
身体障害者更生援護施設 0 1 1 0 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0
精神障害者社会復帰施設 1 0 3 3 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0
グループホーム 4 3 5 7 4 6 1 1 3 5 2 3 1 1
支援費対応事業所 6 6 8 5 6 12 5 5 4 4 3 1 3 3
介護保険事業所 3 2 3 1 2 4 2 2 1 2 0 0 2 1
たすけあい事業 4 2 3 1 3 4 2 2 1 2 0 1 2 1
























?????????? 、?? ?㌣??? ?、????? ??????????
小規模作業所 11 4 3 1 0 2 0 0 0 0 0 0 1
小規模通所授産施設 4 1 2 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0
知的障害者援護施設 173 6 0 2 1 1 2 0 0 0 0 0
身体障害者更生援護施設 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
精神障害者社会復帰施設 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
グループホーム 12 3 3 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0
支援費対応事業所 16 5 6 2 0 1 2 0 0 0 1 0 2
介護保険事業所 4 5 3 3 0 0 1 0 0 0 1 0 2
たすけあい事業 5 5 3 3 0 0 1 0 O 0 1 0 2
その他 4 3 2 1 0 0 1 0 0 0 0 0 3



























???????????? ???? ?． ???????????、 ????????????????
小規模作業所 7 1 2 0 1 1 0 0 0 0 0 0 1
小規模通所授産施設 4 0 2 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0
知的障害者援護施設 170 6 0 2 2 1 0 0 0 0 0 0
身体障害者更生援護施設 3 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
精神障害者社会復帰施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 O 1
グループホーム 9 1 3 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0
支援費対応事業所 15 5 6 2 1 0 2 0 0 0 1 0 2
介護保険事業所 5 5 3 3 0 0 1 0 0 0 1 0 2
たすけあい事業 5 5 3 3 0 0 1 0 o 0 1 0 2
その他 4 3 2 1 0 0 1 0 0 0 0 0 3
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ある な　い 無回答 合計
　9
幕ﾆ所
　65
幕ﾆ所
　13
幕ﾆ所
　87
幕ﾆ所
尽 （単位：事業所数）
苦情処理 6
サービス提供の時間帯 3
サービスのキャンセル 3
利用料の支払い 3
契約の終了事由 2
ケアマネジメントのあり方 2
利用料の設定 1
損害賠償責任 1
利用者の金銭管理 1
医療的ケアのあり方 1
その他 1
（回答数の多いもの順・複数回答可）
　　　　　　　　　　　　※87事業所回答。
　團ケアプランと契約の関係について（問18）
　これは非常に興味深い結果がでた。表6は、回答を
いただいた87事業所における利用者の総数のうち、ケ
アマネジメントが実施され、ケアプランが作成されて
いる利用者はどのくらいいるのかについて、施設の種
別毎に表したものであるが、かなりの格差があること
に気付く。特に低い数値を示すのは、グループホーム
（約9％）、小規模作業所（約6．5％）、精神障害者社会
復帰施設（約5％）等である。
　また、図5によれば、ケアプランが契約書に反映さ
れているかという問いに対しては、回答した31事業所
のうち「充分反映」と「まあまあ反映」と回答したの
が20事業所、「まったく反映されていない」と「あま
り反映されていない」と回答したのが11事業所となっ
ている。
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表6　ケアマネジメントを実施し、ケアプランが
　　　作成されている利用者数
　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位人）
用成ケﾒさア､れプ@てラ@いン@るが．@利作
の調
??
p対ﾒ象克鱒
業　
規模作業所? 8? 30
規模通所授産施設? 4? 72
的障害者援護施設? 83? 92
体障害者更生援護施設? 0? 9
神障害者社会復帰施設? 5? 06
ループホーム? 3? 46
援費対応事業所? 12? 121
護保険事業所? 1? 78
すけあい事業? 1? 90
の他? ? 63
図1、図2と同様に87事業所の回答を122事業に分
類したデータ。
5　ケアプランは契約書に反映されているか否か
ったく反映
れていない
6事業所
まり反映
れていない
5事業所）
分反映さ?
あまあ反映
れている
17事業所）
87事業所中31事業所の回答
．調査結果から
今回の調査結果は非常に示唆に富むものであった。
害者をめぐる契約のあり方を考える際に看過しては
らない点が、図らずも露呈したように思われるので
る。
1）埋め難い隔壁一理論上の「契約化」と現場の
　「契約化」
まずは、調査以前から感じていたことではあるが、
論上の「契約化」と現場の「契約化」の間の大きな
壁が表面化したということがある。理論上における
約とは、対等な条件下に置かれた契約当事者が、双
の「納得」と「承諾」のもとに合意に達するもので
り、そのプUセス、効果ともに、客観的合理i生を有
信頼性の高いものであるという前提がある。だから
そ、社会福祉の分野に契約観念を根付かせようとす
政策側の動きは加速されこそすれ、その方向性に疑
を差し挟む余地などほとんどなかったと言ってよい。
しかし、実際、契約化に直面した現場の捉え方はど
だったのか。まず最初に、調査票の自由記入欄に寄
られた次のメッセージを紹介しよう。
作業所には、契約はありません。利用料もありま
ん。作業所としての理念を皆（スタッフ・利用者
）で話し合って決めています。
　　　　　　　　（無認可小規模作業所・代表者）
この短いメッセージの中に、本稿のテーマの根幹に
わる問題が提起されていると言えないだろうか。つ
り、「契約とは何か」という問いに対する回答を考
る際に、非常に重大な問題が含まれていると思われ
のである。当事者は、“皆で話し合って決めている”
であって、契約とは異なるものであるとの認識であ
。法律の専門家が作成した難解な専門用語が並んだ
書に署名、捺印しないと契約とは呼べない、といっ
意識がおそらく根底にあるのだろう。契約とはいっ
い何なのか一今更何を言うのかと指摘されそうで
るが、現場においては、“今更ながら”契約に対す
イメージが曖昧なままであることが看取できるので
る。
次に、今回の調査全体から明らかになったのは、
契約という形式」に対する不安感、不信感を、利用
以上に現場で福祉職に就く職員自身が抱えているこ
である。同じく自由記入欄に書かれていた、次のメ
セージを挙げておく（これとほぼ同趣旨のメッセー
は、他にも複数みられたことを付言しておく）。
契約」といいながら、重度の障害者の方で、なか
か理解が難しい場合（うちでは特にそうですが）、
本人にとって何がよいこと、豊かな生活なのか、
いう見きわめが難しいです。一方的になっていな
か、常に見直しが必要です。また、職員側、保護
側の想いだけが先行していないのか、いつも不安
す。本当の意味での「契約」って何でしょうか？
だけのような気もしています。
　　　　（身体障害者小規模通所授産施設・主任）
契約には、このメッセージでいみじくも述べられて
るように、いわば「形だけ」の側面がある。しかも、
約関係とは、イコール平等というわけではない注9）。
えば、生命保険契約や賃貸借契約を想起すれば分か
ように、保険契約者・被保険者や賃借人の方から契
条件の提示をすることはほとんどありえない。すな
ち、保険会社や賃貸人が提示した条件を、了承する
否かについての選択しか持ち得ないのである。これ
、福祉契約も例外ではない。いやむしろ、障害者福
分野においては、利用者のサービスを受ける必要性
切迫している場面が多いので、その非対称性はより
著なものになると思われる。
これに関連して、次のようなメッセージもあった。・
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面の施設は、もともと地元の保護誤達の相互扶助が
出発点で、無認可から認可運動を展開し、徐々に組
織化してきたようなところですので、契約といって
割り切れないような気がするし、また割り切りたく
ない思いがあります。
　　　　　　　　　（知的障害者援護施設・施設長）
　ここには、契約という形態を、これまでの信頼関係
にひびを入れるものとして捉える感清が見え隠れして
いる。理論上の契約論は、現場におけるこのような声
を予想していただろうか。それとも、予想した上で、
「これからは、今までのような馴れ合いの関係では対
処できない。だから契約から逃れることはできない。
そういう時代なのだ。」と脅しをかけるのだろうか。
（2）「契約」再考に向けて
　こうした調査結果に鑑みれば、「契約」のもつ意味
について、今一度、熟考することが必要ではないだろ
うか、と思わずにはいられない。契約化への流れはも
はや不可避であるから、とその流れをただ受容するだ
けでは、社会福祉の現場における混乱は益々拡がるで
あろう。なぜ、今まで社会福祉分野（とりわけ障害者
福祉分野）における契約化が制限されていたのか、な
ぜ、契約関係は信頼関係を構築することができないと
捉えられているのか滋。）、また、できないのであれば、
どうずればできるようになるのか、なぜ、これまで医
療、教育分野等とともに福祉分野では、「契約の失
敗」注11）としての非営利事業体が優勢であったのか、
そして、なぜ、「契約」が前提とする「自己の意思を
明確に表明する人間」像が曖昧なままなのか、さらに、
「支援」するはずの様々な媒体が、なぜその機能を十
分に果たし得ていないのか、等々、課題は山積してい
る。しかし、その絡み合った糸を一つ一つ解きほぐし
ていく作業こそが、今求められている。そうでないと、
まさに契約関係の担い手である現場にとっての契約
は、「砂上の楼閣」の如く、空虚なものに終始してし
まう恐れがある。
（3）「リスクマネジメント」としての契約？
　今回の調査において、支援費制度の開始にともない、
契約手続にかかる事務的な負担が多くなり、職員は事
務処理に追われて利用者に対する目配りが以前よりで
きなくなってしまった、という声がいくつか散見され
たのは気になるところである。最近は、社会福祉分野
においても「リスクマネジメント」の重要性が定着し
た感があるが、契約は、まさに、広義のリスクマネジ
メントであると言えるだろう。しかし、現場は、広義
のリスクマネジメントの範疇外の個別のリスクに絶え
ず直面しているものである。それを「リスク」と呼ん
では無味乾燥すぎるニュアンスになってしまうが、
日々の「偶発的に発生する問題」に対して、職員はそ
の都度、知識と経験を駆使して考え得る限りの最善の
策をとるものであろう。しかし、そうした日々の仕事
に支障が出るほど契約手続が煩雑になっているという
ことであれば、それは結果的に、「より身近なリスク」
を招来することに繋がりかねない。
　福祉国家の解体とは、すなわちその機能の中心であ
るリスク分散の社会的装置が、社会から個人にそっく
りシフトする　　「リスク管理のプライヴァタイゼー
ション」　　ことであり、リスクを事前に察知し予防
する個人の資質こそが評価対象になるだろう、とい
う分析注12）は、リスクに囚われる現代社会の脆さを指
摘している点において、示心的である。
　契約が、現場の職員を萎縮させたり、もしくは、契
約以外のことはしない、と怠惰な意識を育てるもので
あっては本末転倒である。それは、かつて学校事故に
おける教師の責任論においても問題となったことであ
る注13）。今回の調査において、現場で働く人々の契約
に対する不信感が看取できるのは、契約が孕むこうし
た側面を嗅ぎ取っているからなのかもしれない。
（4）契約当事者性の曖昧化
　支援：費制度への移行は極めて拙速になされたわけで
あるが、先行研究の中でも複数指摘されているように、
契約に際して最も重要であるはずの「契約当事者性」
がおざなりにされてきたことは、福祉契約、とりわけ
障害者の福祉契約にとって決定的にマイナスである。
現場では、いわば、契約当事者に“類するもの”とし
ての立場で、当事者以外の第三者が、半ば当然の如く
契約締結に関与しているという現実があり、それは今
回の調査でも明らかにされた。あるときは「身元引受
人」、あるときは「代理人」、あるときは「署名代行者」
として。そして、調査（問12・問13）でも明らかにな
ったように、その第三者の大多数は、依然として「利
用者の親」であるという事実は未だ厳然としてある。
この状況をどう受け止めるべきであろうか。
　そして、背中合わせになっている問題　　家族に代
わる「社会的支援」をいかに実効性ある制度にするか
　　について検証するには、そもそも「社会」とは何
か、という問題から問い直さねばならないだろう。と
りわけ現代日本では、社会イコール企業となる傾向が
強い。介護保険においてケアマネジメントを担当する、
本来ソーシャルワーカー的性格を強くもつはずである
ケアマネジャーは、残念ながら事業所のセールスマン
と受け止められる要素が色濃いものとなってしまって
いる。障害者福祉において、成年後見制度や地域福祉
権利擁護事業が「社会的」支援であると、利用者が認
識するために何が必要であるのか検証することは、契
約の当事者性の問題とともに喫緊の課題であろう。
lv。今後の課題
1．施設等における契約意識
以上、調査結果を検証したところで、本稿のまとめ
に入りたい。まず、次のような論点について読者に考
えていただきながら、今後の課題をともに検討してい
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くこととしよう。
1）精神障害者の社会復帰事業の利用は、契約なので
　　あろうか。また、本稿で言うところの福祉契約で
　　あろうか。
2）グループホームへの入所は、個室の賃貸借契約の
　　要素を含む契約であろうか。また、福祉契約であ
　　ろうか。
3）福祉ホームへの入所は、賃貸借契約の要素を含む
　福祉契約であろうか。
4）法人が実施するホームヘルパーの派遣の場合、契
　　約当事者としてはヘルパー個人と利用者の契約と
　　いうことになるのであろうか。それとも法人と利
　　用者の福祉契約なのであろうか。
5）デイケアセンターが利用者の荷物を無料で預かる
　　ことは、無償寄託契約であるが、同時に福祉契約
　　でもあるのであろうか。
6）福祉工場で働くことは、雇用契約によるものであ
　　ると一般に解釈されているが、同時に福祉契約で
　　もあるのであろうか。
　従来の事業所における仲間意識、相互扶助意識、慈
善意識、人道意識、共同体意識、家庭意識、などなど
契約になじまない意識の存在が、多くの人々を、この
分野へと駆り立ててきたし、動機付けにもなってきた
と考えられる。
　しかし、従来の意識では、自己決定が必ずしも尊重
されず、権利義務関係が不明確なまま、権利意識が育
たないと契約推進論者はいうのだろう。要式契約と口
頭契約の区別の意識すらない現状では、事故が発生し
たとき、トラブルが生じたとき、何をよりどころに解
決すればよいのかと問われる。
　また、調査結果では、成年後見制度、地域福祉権利
擁護事業がほとんど使われていないという結果がクリ
ティカルに現れた。実務上・解釈論上の課題として考
えるとき、2000年前後に始まったこれらの新しい権利
擁i護iシステムがどのように機能しているのか、どうし
たらより実効性のあるものとなるのかが問われている
のである。
　そこで、仲間による相互的な扶け合いから、有償契
約（もしくは無償契約）へ、事業所が一方的に責任を
負っている片務契約から、契約当事者双方が債権債務
を負う双務契約へといった流れを意識的に作り出すこ
とによって、また当事者バランスの回復を図るシステ
ムを設けることによって、契約論が障害者福祉の世界
においても地歩を固めつつあるであろうことは、われ
われの目にも入ってくるようになった。今回の調査へ
の回答率がそのことを示しているといえるだろう。今
の時代の大きな流れの中で、前述の1）～6）の問い
への回答は、すべて「YES」となりつつある。
　しかし、これまでの記述からわかるように、契約関
係は人間の精神的・身体的活動や社会的な関係のすべ
てを仕切ることができるわけではない。むしろ、研究
を進めれば進めるほど、契約によるサービス提供の限
界を感じざるを得ない。居場所の提供をする事業、た
すけあい事業、ふれあい事業といった契約の枠組みに
入りきらない関係作りの増大を、どのように解釈した
らよいのであろうか。
　今回の調査を通して、筆者らは、ふれあい事業の登
場してきた意味などを考えつつ、社会的関係性の構築
の芽生えを調査結果にみるのである。
　つまり、本稿では、契約の意義・有効性を論ずるだ
けでなく、契約を超える視点・課題を明確にしょうと
提案しているのである。契約論を超える「社会的関係
性の構築」といった、より広い理念・概念を求めよう
としているのである。
2．本研究上の課題
　これまで、日本労働法学会、日本社会保障法学会な
どの関係する法学会は、大会テーマや学会誌の論文の
中で、障害者をめぐる福祉契約を取り上げてはこなか
った。マイナーなテーマとされていたのであろう。ま
た、日本職業リハビリテーション学会や日本精神障害
者リハビリテーション学会においても、本格的に大会
や学会機関誌のテーマとすることはなかった。避けて
通ることのできない研究課題であるにもかかわらず、
障害分野にかかわりをもっこれらの学会は、これまで
契約関係に関して、何を議論してきたのであろうか。
　特に、授産施設の位置づけが揺れている現在、職業
リハビリテーションに向けた契約の問題を、労働法的
に解決するのか、社会福祉法的に解決するのか、ある
いは第三の道があるのか、誰も議論しようとしなかっ
た滋4）Q
　極めてファジーなまま放置されてきたこの問題の法
理論の構築を図るべく、筆者らは、当面、次の2つの
研究の継続を予定している。
　①判例研究：福祉契約の提供にかかわる裁判例（介
護事故、財産侵害など）が、少しずつ積み重ねられて
きている。これらを整理し、判例の傾向を分析するこ
とにより、契約の法的性質論の深化、権利義務関係の
明確化、現場における契約の取り扱いの指針、契約論
の限界などを示すことができるであろう。
　②事業所職員・利用者相談からの事例分析：契約書
の作成や解釈にあたって悩みを抱えている事業所職
員、事業所との問で契約上の行き違いなどを感じてい
る利用者などからの相談を直接に受け、これに回答し
ながら、契約の問題点を明らかにし、改善の方向を職
員や利用者とともに考えていく。これによって、実践
と研究を結ぶ接点をもつこともできるであろう。
3．契約研究に関連する課題
　さいごに、このテーマに関連する課題として、次の
3点を提示しておきたい。筆者らの研究調査の内容に
しても、データ分析の視点にしても、下記のような問
題意識が前提にあることを付言しておく。
　①権利擁護システムと契約
　障害者福祉領域における利用者の権利擁i護を進める
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ための新しいシステム（自己決定、情報開示、納得と
同意、成年後見制度、地域福祉権利擁i護i制度、苦情解
決システム、サービス評価など）との関係、機能の問
題はさらに考察し続ける必要がある注15）。
　②ケアマネジメンFと契約の関係
　いわゆる「ケアマネ」は福祉契約今上どのような位
置を占めることとなるか。ケアマネジメント契約の当
事者はいったい誰なのかどいう問題から出発した上
で、個別のサービス契約等との関係性を明らかにする。
このことによって、ケアマネジメントの法的位置を照
らし出すこともできるだろう。さらに、生活支援セン
ターに登録するという行為は契約関係の形成なのかも
検討課題となる注16＞。
　③法改正の方向
　契約の解釈論で問題を解決することができない場合
が想定される。むしろ契約の根拠となる法律の改正あ
るいは福祉契約に特化した立法による解決が求められ
ることとなるだろう。筆者らは、このような立法改定
に向けた準備の契機を、「契約」について論ずる中か
ら生み出すことができるだろうと考えている。
　　　　　　　　　　［付　記1
　この研究を進めるに当たっては、大曽根研究室で
研究補助員をしていただいている川田順子さんに、
調査票の設計・印刷段階から、発送作業、集計作業、
製表作業など各段階において大変お世話になった。
彼女の訳なしには、この研究は進展しなかったであ
ろう。最後になってしまったが、深甚の感謝を申し
上げる次第である。
　　　　　　　　　　注
1）この論文では、現行法の用例にならい「障害者」とい
　　う言葉を使用することとするが、高次脳機能障害者、
　認知症高齢者、難病患者なども含め広い概念を念頭に
　おいている。
2）大曽根寛・三好禎之「社会福祉における権利の守り手
　　を育てるための視点」放送大学研究年報21号（2004年）
　1－21頁が、「関係性」という用語を使用している。
3）筆者らが、「社会福祉」という用語法にこだわってい
　　るのは、生活の困難な状態等に対するソーシャルなサ
　　ポートを想定しているからであり、さらには、生存権
　　を根拠とする契約への規制をも視野に入れているから
　である。例えば、ある個人が、清掃会社に依頼し個入
　の自宅をクリーニングしてもらう約束をすることは、
　契約関係であるが、社会的に個人を支えるという要素
　　を含まず、社会的に規制することを予定していないの
　で、公的もしくは社会的な関与がない限り福祉契約と
　　は言わないこととなる。
4）大曽根寛「職業リハビリテーション学の体系構築のた
　めに」職業リハビリテーションVoL18　No．2（2005
　年、B本職業リハビリテーション学会）54－67頁が、
　　ノーマライゼーションと現代社会との緊張関係につい
　　て論じている。
5）介護サービス契約と福祉契約の微妙な差異については、
　大曽根寛「消費者としての高齢者・障害者の権利擁i護」
　実践成年後見No．8（2005年、民事法研究会）4一　14
　　頁参照。保育サービス契約と保育契約概念との関係に
　　ついては、奥貫妃文「認可外保育所に対する公的監督
　　責任と保育契約関係」賃金と社会保障1403号（2005年、
　　旬報社）4－20頁参照。
6）大曽根寛「権利を擁護するために」佐藤進・児島美都
　　子編『私たちの社会福祉法［第2版］』273－293頁
　　（2005年、法律文化社）が契約化と福祉法的規制につ
　　いて論じている。
7）大曽根寛「障害者福祉の思想と理念」大曽根寛・小澤
　　温編著『障害者福祉論』41－60頁（2005年、放送大学
　　教育振興会）が、近代法における人権概念と契約の関
　　係にふれている。
8）精神疾患患者の入院に関し、精神医療審査会が存在し
　　権利擁護のために一定の機能を果たしていることは、
　　大曽根寛・深谷裕「精神障害者の権利擁護システムの
　　研究」放送大学研究年報22号（2005年）1－17頁参照。
9）中村人知『かしこい契約書の結び方』（2005年、税務
　　経理協会）4頁参照。
10）この点について、立岩真也『弱くある自由へ一自己決
　　定・介護・生死の技術』（2000年、思置社）27頁以下
　　が言及している。
11）「契約の失敗」について詳細は、「特集：市場の法律
　　学一経済法は市場にいかに立ち向かうべきか」法律時
　　報75巻1号（2003年）の中の土田和博：「市場と規制改
　　革の基礎理論に向けての一試論」50頁以下参照。
12）渋谷望『魂の労tw　一ネオリベラリズムの権力論』
　　（2003年、青土社）48頁以下参照。
13）南川和宣「学校事故と国家賠償」行政法の争点（第3
　　版）（2004年、有斐閣）84頁以下参照。
14）大曽根・前掲（注4）論文54－67頁において、職業リ
　　ハビリテーション契約の議論の必要性を提起してい
　　る。なお、この問題を考えるには、フランスにおける
　　障害者雇用制度のあり方が参考になるだろう。フラン
　　スの制度については、大曽根寛「フランスにおける障
　　害者雇用対策」『諸外国における障害者雇用対策』32
　　頁一53頁（2001年、障害者職業総合センター）を参照
　　されたい。
！5）参考としうる文献として以下のものがある。大曽根寛
　　「新たな権利保障制度の発展」日本社会保障法学会編
　　『講座社会保障法第6巻一社会保障法の関連領域』　295－
　　323頁（2001年、法律文化社）、大曽根寛「社会福祉に
　　おける苦情解決のあり方と今後の課題」放送大学研究
　　年報20号（2003年）1－17頁、大曽根寛「権利擁護シ
　　ステム」大曽根寛・武川正吾編著『福祉政策ll・一福祉
　　国家と福祉社会のゆくえ』93－110頁（2006年、放送大
　　学教育振興会）。
16）この最後の問いは、調査対象事業所からの問い合わせ
　　のうちの一つである。支援センターとの関係を契約と
　　捉えるかどうかは、内容を点検しないと即断すること
　　はできないが、ケアマネジメントの約束をしているの
　　であれば、そこにはケアマネジメント契約が存在する
　　と考える。一方で、1回限りの相談に無償でのっても
　　らうということになれば契約性は薄くなるであろう。
　　ただし、この中間に多様なヴァリエーションが考えら
　　れる。
　　　　　　　　先行研究一覧
○福祉契約一般について
1　1999年　岩村正彦「社会福祉サービス利用契約の締結
　　過程をめぐる法的論点」季刊社会保障研究35巻3号
2　2000年　大曽根寛『成年後見と社会福祉法制一高齢
障害者をめぐる福祉契約と権利擁護の課題一行政機関・障害者施設等を対象とした調査を通して一 17
　　者・障害者の権利擁護と社会的後見』（法律文化社）
3　2001年　額田洋一「福祉契約論序説」自由と正義52巻
　　7号
4　2002年　日本弁護士連合会編『契約型福祉社会と権利
　　擁護のあり方を考える』（あけび書房）
5　2002年　長沼建一郎「準市場における福祉関係と契約
　　観」日本福祉大学社会福祉論集106号
6　2003年　笠井　修「福祉契約論の課題」森泉章編『著
　　作権法と民法の現代的課題一・半田正夫先生古稀記念論
　　集』（法学書院）
7　2003年　原田大樹「福祉契約の行政法学的分析」九州
　　大学法政研究69巻4号
8　2004年　本証巳代子他「社会福祉と契約」『社会保障
　　法第19号』日本社会保障法学会編（法律文化社）
9　2004年忌山田晋「福祉契約論についての社会法的瞥見」
　　明治学院論叢713号（社会学・社会福祉学研究117号）
102005年　福祉契約研究会（主任研究者：本誌巳代子）
　　「福祉契約と利用者の権利擁護に関する法学的研究」
112005年　鳥脇　猛「社会福祉における福祉契約の課題
　　一第三者評価事業の有効性と意義」滋賀文化短期大学
　　研究紀要14号
○障害者福祉サービス契約について
122000年　高野範城「障害者福祉における契約」自由と
　　正義51巻6号
132003年正田彬「『措置から契約へ』支援費制度の
　　問題点（上）」ジュリスト1248号
14　2004年　渡辺裕幸「社会福祉業界と福祉サービス契約
　　書一介護保険制度導入から支援費制度開始まで1・
　　2」賃金と社会保障1368、1369号
○介護サービス契約について
151998年　長沼建一郎「介護サービス契約のあり方に関
　　する一試論」『ニッセイ基礎研究所10周年記念論文集』
　　（1998年）
162000年　本誌巳代子「成年後見と介護保険」民商法雑
　　誌122巻4・5号
172000年　道垣内弘人「福祉サービス契約の構造と問題
　　点」判例タイムズ1030号
18　2000年　品田充儀i「介護保険契約の特徴と法的問題一
　　モデル契約書を参考として」ジュリスト1174号
192002年忌赤沼康弘・白井典子監修『介護保険と契約』
　　（日本加除出版）
202003年夏市村大三「介護サービス契約における第三者
　　契約の聞題点と契約の実状について」神奈川法学36巻
　　1号
212003年　石橋敏郎・田中孝明・河合はるみ「介護保険
　　実施後の最重要課題一介護サービス契約、サービスの
　　質の保障について　熊本県の実態調査を踏まえて」ア
　　ドミニストレーション10巻1・2合併記
○実務に携わる現場からの論稿
22　さぼ一と564号「特集：これからの施設経営に求めら
　　れる課題と展望」（2004年、（財）日本知的障害者福祉
　　協会）
23　同565号「特集：支援費制度の検証」（2004年）
24　同568号「特集：利用者本意のサービス提供は実現し
　　たか1」（2004年置
25　同570号「特集：自己決定を支える仕組みはできたか
　　1」　（2004年）
26　同57i号「特集：自己決定を支える仕組みはできたか
　　工Ij　（2004年）
27　同572号「特集：事業者と利用者の対等な関係は実現
　　したか1」（2004年）
28　同573号「特集：事業者と利用者の対等な関係は実現
　　したかII［」（2004年）
29　ソーシャルワーカー八号「契約時代の社会福祉とソー
　　シャルワー釈門」（2005年、H本ソーシャルワーカー
　　協会）
〈資料〉調査票
障害者施設等の福祉サービス契約に関する調査
問1　事業所の種別を回答用紙にご記入ください。
　　（複数回答可）
問2　利用者の人数と年齢構成を教えてください（回
　　答用紙の表の中に数をご記入下さい）。
問3　事業所の開設年を回答用紙にご記入ください。
問4　事業所で働く職員等の人数を回答用紙にご記入
　　ください。
間5　契約書の作成に要したおおよその期間（検討開
　　始～実用化まで）を、回答用紙にご記入ください
　　（契約書が複数にわたる場合は、最初に作成した
　　契約書についてお答えください）。
問6（1）福祉サービス契約書の内容や締結手続につ
　　いて、契約書モデルの作成以前に利用者や家族に
　　説明・協議する機会を設けましたか。
　　a．はv、b．　V、v＞え
　　　（2）上記（1）で、a．はいと答えた方のみお答
　　えください。利用者と家族に対して、どのような
　　機会を設けて説明しましたか。
　　　a．それぞれ別の機会を設けて説明　b．両者同席の
　　　場で説明　c．利用者に対してのみ説明（家族には説
　　　明せず）d．家族に対してのみ説明（利用者には説明
　　　せず）
問7（1）契約書を作成する際に、モデル契約書（ひ
　　な型）を参考にしましたか。a．はい　b．いい
　　え
　　　（2）上記（1）で、a．はいと答えた方のみお答
　　えください。どのようなモデル契約書を参考にし
　　ましたか。
問8　契約書を作成する際、特に苦慮した項目を選択
　　して回答用紙にご記入ください。（複数回答可）
　　　a．契約の目的　b．契約期間　c．サービス内容　d．
　　　利用料金　e．事業者の義務　f．損害賠償事項　g．
　　　契約の終了　h．契約の解除　i．身元引受人　j．苦
　　　情解決条項　k．サービス評価条項　玉．金銭管理条
　　　項　m．署名欄　R．その他
間9（1）契約書を作成する際、契約書を利用者にわ
　　かりやすく理解してもらうために何か工夫をしま
　　したか。a．はい　b．いいえ
　　　（2）上記（1）で、a．はいと答えた方のみお答
　　えください。その具体的な内容を回答用紙にご記
　　入ください。
問10契約関係とは、一般的に「当事者が、双方の合
　　意のもとに対等な関係を築く」ものと理解され
　　ていますが、契約を締結する過程において、こ
　　れで対等性が確保されるという確信は得られま
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　　したか。次から1つ選び、ご記入ください。
　　　a．すべての契約で確信できた　b．多くの契約で確
　　　信できた　c．いくつかの契約で不安があった　d．
　　　多くの契約で不安があった　e．すべての契約で確信
　　　が得られなかった　f．その他
聞11（1）契約の締結に際して、利用者（もしくは家・
　　族）に対し契約書の内容の説明をロ頭でしまし
　　たか。a．はい　b．いいえ
　　（2）上記（1）で、a．はいと答えた方のみ一人当
　　たりの説明に要したおおよその時間をご記入くだ
　　さい。
問12（1）契約締結時にどなたかの立会いを求めてい
　　ますか。a．はい　b．いいえ
　　　（2）上記（1）で、a．はいと答えた方のみお答
　　えください。身元引受人ないし保護者になる人は、
　　利用者にとってどのような関係の人が最も多いで
　　すか。最大3つまで選び記入してください、
　　　a．利用者の親　b．利用者の配偶者　c．利用者の姉
　　　妹兄弟　d．利用者の子ども　e．利用者のおじ・お
　　　ば　f．上記以外の親族　g．成年後見人　h．保佐人
　　　1．補助人　j．未成年後見人　k．市町村長　1．民生
　　　委員　m．その他
　　（3）契約締結時に身元引受人ないし保護者の契
　　約書への署名を求めていますか。
　　a．　はv　　b．　v、v、え
問13（1）契約書に、署名が不可能な利用者向けに
　　「署名代行者欄」もしくは「代理人欄」を設けて
　　いますか　a．はい　b．いいえ
　　（2）上記（1）で、a．はいと答えた方のみお答
　　えください。①実際に署名代行をするのはだいた
　　い全体の何％くらいですか。
　　②また、その場合の署名代行者は誰がなることが
　　多いですか。最大3つまで選び，回答用紙にご記
　　入ください。
　　　a．利用者の親　b．利用者の配偶者　c．利用者の姉
　　　妹兄弟　d．利用者の子ども　e．利用者のおじ・お
　　　ば　f．上記以外の親族　g．成年後見人　h．保佐人
　　　1．補助人　j．未成年後見人　k．市町村長　1．民生
　　　委員　m．その他
間14（1）利用者本人の契約締結能力が不十分だとさ
　　れた場合、成年後見制度を活用し、成年後見
　　人・保佐人・補助人・未成年後見人が法定代理
　　人として契約を締結する、もしくは同意をする
　　という手段がありますが、2000年以降、これま
　　でに後見制度に基づいて契約の締結をしたこと
　　がありますか。a．はい　b．いいえ
　　（2）上記（1）で、a．はいと答えた方のみお答
　　えください。今まで対応した人数を類型毎に回答
　　用紙の表にご記入ください。（3）上記（1）で、a．
　　はい　と答えた方のみお答えください。成年後見
　　人（もしくは保佐人／t補助人・未成年後見人）と
　　被保護者との関係を伺います。2000年以降のケー
　　スをすべてあげて回答用紙にご記入ください。
問15現在、地域福祉権利擁i護事業（福祉サービス利
　　用援助事業）を利用している利用者がいれば、
　　その人数をご記入ください．
問16契約締結で特に困ることは何でしょうか。次か
　　ら最大3つまで選び、ご記入ください。
　　　a．内容を利用者に理解してもらえないこと　b．内
　　　容が多すぎて説明に時間がかかること　c．利用者と
　　　事業者の対等性を保つこと　d．利用者からの質問が
　　　多すぎること　e．利用者の家族からの質問が多すぎ
　　　ること　f．利用者からの質問が全くないこと　g．
　　　利用者の家族からの質問が全くないこと　h．契約と
　　　いう概念をわかってもらえないこと　i．説明する側
　　　に契約に関する知識が不足していること　j．成年後
　　　見人などの法定代理人がいないこと　k．身元引受
　　　人・保護者等がいないこと　1．その他
間a7　（1）契約内容の実現をめぐって問題が生じたこ
　　とがありますか。a．はい　b．いいえ
　　　（2）上記（1）で、a．はいと答えた方のみお答
　　　えください。
　　　　どのようなことが問題になりましたか。あて
　　　はまるものをすべて選び、ご記入ください。
　　　a．サービスの具体的な手順　b．サービス提供の時
　　　間帯　c．サービスめキャンセル　d．利用料の設定
　　　e．利用料の支払い　f．損害賠償責任　g．契約の終
　　　了事由　h．苦情処理　i．代理人問題　j．介助・介
　　　護事故　k．利用者の金銭管理　1．サービス評価　m．
　　　ケアマネジメントのあり方n．医療的ケアのあり方
　　　o．通院の介助　p．入院とサービス契約の関係　q．
　　　その他
　　（3）（1）で　a．はいと答えた方のみお答えくだ
　　さい。
　　　問題が生じた際、どのように解決を図りました
　　　か。簡潔に回答用紙にご記入ください。
問18　（1）ケアマネジメントを実施し、ケアプランが
　　作成されている利用者は何人いますか。
　　（2）上記のケアプランは契約書に反映されてい
　　ますか。　下記から1つ選んで、回答用紙にご記
　　入ください。
　　　a．充分反映されている　b．まあまあ反映されてい
　　　る　c．あまり反映されていない　d．まったく反映
　　　されていない
問19契約全般に関して、困っていること、お悩みの
　　こと、疑問に感じること、制度上の要求、法的
　　な質問、等々ございましたら、何でも結構です
　　ので、回答用紙の自由記入欄に、ご自由にお書
　　きください。調査結果報告書にて、記入者の所
　　属する事業所名が明らかにならないようにしな
　　がら、できる限りお答えしていきたいと存じます。
　　　　　　　　　　　　　（平成17年ll月4日受理）
